
1/4 

○恵庭市建設工事施工体系適正化指導要綱

平成22年10月8日

(趣旨) 

第1条 この要綱は、市が発注する建設工事を行う者に対し、建設業法(昭和24年法律第100

号)その他の法令を遵守させるために行うもののほか、建設工事における施工体系の適正

化を図るため、発注者として市が指導する事項について定めるものとする。

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

(1) 建設工事 建設業法第2条第1項の建設工事をいう。

(2) 建設業者 市が発注する建設工事に係る建設業法第2条第3項の建設業者をいう。

(3) 下請契約 市が発注する建設工事に係る建設業法第2条第4項の下請契約をいう。

(4) 元請負人 市が発注する建設工事に係る建設業法第2条第5項の元請負人をいう。

(5) 下請負人 市が発注する建設工事に係る建設業法第2条第5項の下請負人をいう。

(6) 特定建設業者 市が発注する建設工事に係る建設業法第17条の特定建設業者をいう。

(下請負人の選定に関する事項) 

第3条 下請負人の選定に関する指導事項は、次に掲げるものとする。

(1) 元請負人が下請契約を締結しようとする場合にあっては、できる限り市内において

営業する者の中から下請負人を選定するよう配慮すること。

(2) 下請負人となる者を選定するに当たっては、施工能力、経営管理能力、雇用管理及

び労働安全衛生管理の状況、労働福祉の状況、関係企業との取引その他下請契約の履行

及び当該下請負人となる者の使用人その他の従業者(以下「従業員」という。)の福利に

関し必要と認められる事項を考慮して決定すること。

(下請契約の締結に関する事項) 

第4条 元請負人が下請契約を締結する場合の指導事項は、次に掲げるものとする。

(1) 下請契約の契約書は、中央建設業審議会(建設業法第34条第1項の規定により設置さ

れたものをいう。)が作成した建設工事標準下請契約約款又はこれと同様のものを使用

すること。

(2) 下請契約の当事者は、対等な立場で十分に協議の上、施工責任範囲及び施工条件を

明確にするとともに、適正な工期及び工程を設定すること。

(3) 下請代金の額は、施工責任範囲、工事の難易度、施工条件その他下請契約の内容が
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反映された合理的なものとし、かつ、消費税相当分が計上されたものとすること。

(4) 下請代金の額の決定は、見積、協議その他適正な方法により行うこと。

(5) 元請負人は、下請契約の締結後、正当な理由なく契約金額を減ずることその他取引

上の地位を不当に利用しないこと。

(下請代金の支払に関する事項) 

第5条 建設業法第24条の3及び第24条の5に定めるもののほか、下請代金の支払に関する指

導事項は、次に掲げるものとする。

(1) 元請負人は、下請負人から請求書の提出があったときは、その日から支払日(手形に

よる支払の場合にあっては、手形の振出日)までの期間をできる限り短くすること。

(2) 支払は、できる限り現金により行い、やむを得ず手形による支払を行う場合であっ

ても労務費(従業員を雇用するために必要な費用をいう。)に相当する額については、現

金により支払うこと。

(3) 手形による支払を行う場合は、手形の振出日から満期日までの期間が90日以内のも

ので、かつ、一般の金融機関による割引を受けることが困難ではないと認められる手形

を交付すること。

(4) 元請負人が下請負人に建設工事に必要な資材を当該元請負人から購入させる場合に

あっては、正当な理由なく、当該建設工事の下請代金を支払う前に当該資材の代金を支

払わせないこと。

(施工体制台帳の写しの提出) 

第6条 元請負人が特定建設業者であるときは、当該元請負人に対し、建設業法第24条の7

の規定に準じて作成された施工体制台帳(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)第

14条の2第2項の規定により添付するものとされた書類を含む。次項において「施工体制

台帳」という。)の写しを提出するよう求めるものとする。

2 元請負人が特定建設業者以外の者である場合であっても、契約金額にかかわらず建設工

事については、当該元請負人に対し、施工体制台帳と同一の内容の書面の作成及びその写

しの提出を行うよう求めるものとする。

(再下請契約に関する事項) 

第7条 下請負人においては、みだりに再下請契約(一の建設工事の下請負人となった者が当

該建設工事に関し、当該下請契約の範囲内において元請負人となって締結した下請負契約

をいう。)を締結しないよう求めるものとする。

(建設業法第26条の主任技術者及び監理技術者に関する事項) 
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第8条 建設業法第26条の規定により建設業者が置く主任技術者及び監理技術者について

は、当該建設業者が直接に雇用している者をもって充てるよう求めるものとする。

(元請負人及び下請負人の従業員に関する事項) 

第9条 元請負人及び下請負人に対しては、それらの者の従業員に係る安定的な雇用関係の

確立及び収入の安定を図るため、次に掲げる事項の遵守を求めるものとする。

(1) 工程管理及び労働時間管理を適正に行い、労働時間の短縮及び休日の確保に十分配

慮すること。

(2) 新たに雇用した従業員及び危険な作業を行う者その他必要と認められる者に安全衛

生教育を実施すること。

(3) 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入し、保険料を適正に納付すること。

(4)  健康保険又は厚生年金保険の適用を受けない建設労働者に対しても、国民健康

保険又は国民年金に加入するよう指導すること。

(5)  労働者災害補償保険法に基づく保険給付に準ずる内容の給付を受けることができる

任意の保険契約及び従業員が第三者に対して与えた損害を補填する内容の保険契約を

締結すること。

(6) 従業員の賃金について、事前に定められた額を定められた日に支払うこと。

(退職金共済契約の締結に関する事項) 

第10条 元請負人及び下請負人に対しては、建退共契約(中小企業退職金共済法(昭和34年法

律第160号)の規定による退職金共済契約及び特定業種退職金共済契約をいう。以下同じ。)

を締結するよう求めるものとする。

(建退共契約に関する事項) 

第11条 元請負人に対しては、退職金共済組合共済掛金等収納調書(様式第1号)を建設工事

の契約(契約金額が130万円未満のものを除く。)を締結した日から1月後の日までに市長に

提出するよう求めるものとする。

2 元請負人に対しては、従業員の建退共契約に係る退職金共済証紙の貼付状況を記録した

建設業退職金共済証紙貼付実績書(様式第2号。以下「実績書」という。)を建設工事の完

了後速やかに提出するよう求めるものとする。

3 下請契約を締結する場合にあっては、元請負人が下請負人の従業員の建退共契約に係る

退職金共済証紙を購入し交付するよう、又は交付が困難な場合にあっては下請契約の内容

に退職共済証紙の購入に必要な費用を含めるよう求めるものとする。この場合においては、

元請負人に対し、下請負人の従業員の建退共契約に係る退職金共済証紙の貼付状況を記録
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した実績書を建設工事の完了後速やかに提出するよう求めるものとする。

(元請負人及び下請負人の従業員の技術及び技能の向上に関する事項) 

第12条 元請負人及び下請負人に対しては、従業員の技術及び技能の向上に資する研修又

は教育訓練を行うよう求めるものとする。

(資材業者等に関する事項) 

第13条 元請負人に対しては、下請負人以外の資材業者、建設機械又は仮設資材のリース

業者その他これらに類する者(以下「資材業者等」という。)に関しても第3条から第5条ま

でに規定する事項の遵守を求めるものとする。

2 元請負人に対しては、資材業者等についても建設業法第24条の2から第24条の6(同条第3

項を除く。)までに規定する内容と同様の措置を講ずるよう求めるものとする。

(建設工事に係る事故の防止に関する事項) 

第14条 元請負人及び下請負人においては、建設工事の施工に当たり保安員の適正配置、

地下埋設物を取り扱う際の配慮、従業員の研修その他安全な建設工事の施工に必要な事項

を適切に実施し、建設工事に係る事故を防止するよう求めるものとする。

(事故及び災害の報告) 

第15条 元請負人及び下請負人においては、災害及び建設工事に係る事故が発生したとき

は、直ちに市(下請負人に係るものの場合は元請負人を含む。)に報告するよう求めるもの

とする。

附 則

この要綱は、平成22年11月1日から実施する。

附 則

この要綱は、平成28年8月16日から実施する。

附 則

この要綱は、平成31年4月1日から実施する。

標準様式第1号

標準様式第2号


